
 

 

 

公益社団法人鹿児島県社会福祉士会２０２５年度事業計画 

【基本方針】 

本会は、社会福祉の援助を必要とする鹿児島県民（以下「県民」という。）の生活と

権利を擁護し、社会福祉に関する知識、技術等に関して、広く県民への普及・啓発を行

うとともに、社会福祉事業に携わる職員に対する研修及び相談・助言を行うことによ

り、福祉サービスの向上と発展を図り、もって県民の社会福祉の向上に寄与すること

を目的として事業を推進する。 

本会では、会員が社会福祉士として培ってきた、ソーシャルワークの価値・知識・技

術をもって社会福祉にかかわる専門職や地域の関係機関、行政等との連携を図り、福

祉の援助を必要とする方々の意向が尊重されるような地域社会づくりに寄与する。 

職能団体としては、日本社会福祉士会や都道府県社会福祉士会と連携し、会員が社

会福祉士として研鑽を積み、知識や技術を向上させるとともに、各機関や団体との連

携を図り社会貢献活動の推進に努め、社会福祉専門職として県民の福祉の増進に寄与

できる人材を育成する。 

【本年度の重点事項】 

１ 社会福祉士の実践力の向上への取組みと入会促進 

①基礎研修や初任者研修を実施し、入会して間もない会員や未入会の社会福祉士の実

践力の向上に資することにより、本会の活動への理解を促す 

②グループスーパービジョン等を行い社会福祉士としての実践を振り返る取り組みを

行うことにより、実践力の向上を支援する 

③鹿児島国際大学・鹿児島県精神保健福祉士協会・鹿児島県社会福祉法人経営者協議

会との連携協議会を活用し、学生や保健・医療・福祉関係の事業所に所属する社会福

祉士有資格者の入会への働きかけを行う 

２ 地域における重層的支援体制の整備に向けた協力や普及・啓発に取り組む 

①地域における重層的支援体制の整備に向けて関係機関と協力・連携する 

②行政や家庭裁判所、福祉専門職、法律専門職などの関係者と連携し、意思決定支援・

権利擁護等の会議や研修等への協力などを行うとともに、成年後見制度の普及・啓

発に取り組む 

３ 本会の活動の推進に向けた委員会の組織体制の見直しと地区支部間の連携の促進 

①会員同士が連携して本会の活動を推進できるよう、委員会等の体制の見直しに取り

組む 

②本会の活動の推進に向けて地区支部間で連携、協力して研修等に取り組む 

 



 

 

 

Ⅰ 公益目的事業 

１．社会福祉の援助

を必要とする県民の

生活と権利擁護に関

する相談・情報提供

事業 

社会福祉の援助を必要とする県民に対する情報提供事業とし

て、社会福祉に関する講演会等を開催する。また、各種研修会に

講師の派遣を行い、相談援助等の質の向上を図り、更に利用者や

家族を含めた県民の福祉の増進に寄与する。 

（１）社会福祉に関するセミナー・講演会等の開催や他団体との 

協力 

①社会福祉に関するセミナー等の開催 

②社会福祉に関する講演会等の共催・後援・講師派遣 

（２）県民の福祉に関する相談への対応 

① 各地域での相談会への参加、協力（地区支部等） 

② 電話等での相談への対応 

２．県民の社会福祉

に関する知識及び技

術の普及・啓発に関

する事業 

 

社会福祉に関する知識及び技術の普及・啓発のための活動を行

う。特に高齢者、障害者の権利擁護については、成年後見制度

の普及・啓発のための活動及び権利擁護や虐待防止に関する取

組を行う。また、他団体と合同での研修会や相談会を開催し、

県民の福祉の増進に寄与する。 

（１）成年後見制度の普及・啓発に関する活動 

①家庭裁判所への後見人等の推薦 

②成年後見制度や権利擁護、虐待防止に関する研修会等への講

師派遣 

③権利擁護、虐待防止に関する研修の開催 

④成年後見人材育成研修の開催（ぱあとなあ鹿児島） 

⑤成年後見人名簿登録研修、成年後見人名簿登録者の研修等の 

開催（ぱあとなあ鹿児島） 

（２）権利擁護に関して鹿児島県弁護士会、鹿児島県司法書士会

等他団体との連携による活動 

①鹿児島県弁護士会との事例検討会（２カ月に１回）（ぱあとな

あ鹿児島） 

②高齢者・障害者虐待対応専門職チームの活用促進（権利擁護委 

員会） 

③検察庁や鹿児島県弁護士会との連携による被疑者・被告人段 

 階での福祉的支援への対応（社会福祉アドバイザー） 



 

 

 

３．福祉サービスの

質の向上及び評価等

に関する事業 

「福祉サービス第三者評価事業」の指定機関として、事業の推進

を図り、県民が利用する福祉関係施設及び事業所の質の向上を

目指す。 

①第三者評価の実施 

②評価調査者の人材育成 

４．福祉専門職の養

成及び技術の向上に

関する事業 

福祉専門職の養成及び技術の向上により、県民の福祉の増進に

寄与することを目的として、福祉専門職や福祉事業所従事者等

を対象とした研修等を開催する。また、会員を対象とした生涯研

修制度を推進する。 

（１）基礎研修 

離島など遠方からも参加しやすいように日本社会福祉士会のｅ

‐ラーニングシステムを活用しオンラインで実施する。 

①基礎研修Ⅰ（研修委員会） 

②基礎研修Ⅱ（研修委員会） 

③基礎研修Ⅲ（研修委員会） 

④基礎研修の講師養成 

（２）各種研修会の開催 

①社会福祉士初任者研修の開催（年４回） 

②グループスーパービジョンの開催（研究協力） 

③社会福祉に関する各種研修会の開催 

（３）各種会議・研修への参加 

①日本社会福祉士会関連の各種会議、研修への参加支援 

②九州沖縄ブロック関連の各種会議、研修への参加支援 

③その他会議、研修等への参加支援 

５．社会福祉に関す

る調査研究に関する

事業 

社会福祉に関する調査研究を行える人材育成のための研修会や

調査研究を行う。 

① 会員の調査研究への取り組みを支援する。 

６．日本社会福祉士

会及び社会福祉に関

する他の関係団体と

の連携に関する事業 

日本社会福祉士会・都道府県社会福祉士会と連携し、広く社会福

祉の向上に貢献する。また、他団体や行政等と連携して研修会の

共催や各種委員の派遣を行うことなどを通じて県民の福祉の増

進に貢献する。 

①研修会、講演会等の共催・後援 

②各種委員等の推薦、派遣 



 

 

 

③鹿児島県ソーシャルワーカー４団体連絡協議会への参加及び

ソーシャルワーカーデーに関する行事の共催 

④鹿児島国際大学・鹿児島県精神保健福祉士協会・鹿児島県社会 

福祉法人経営者協議会との連携協議会に関する活動の実施 

⑤子ども家庭ソーシャルワークについて日本社会福祉士会との 

連携を進める 

⑥鹿児島県相談支援専門員協会（ＫＧＳＮ）との連携 

７．その他公益目的

を達成するために必

要な事業 

社会福祉の専門家として、鹿児島県や市町村等からの委託等を

受けて、職能団体として各種事業を行うことにより、県民の福祉

の増進に寄与する。 

（１）鹿児島県地域生活定着支援センター事業 

①コーディネート・フォローアップ・相談支援・入口支援の実施 

②地域生活定着支援センターセミナーの開催 

③その他必要な事業 

（２）委託等を受けて行う事業を実施する 

①ホームレスへの相談支援事業（ホームレスサポート委員会） 

②高齢者・障害者虐待対応に関する研修事業（権利擁護委員会 

等） 

③鹿児島県児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業 

④その他委託等を受けて行う事業 

（３）自治体等との連携・協力 

①災害支援等における自治体や各種団体との協力体制の整備 

②鹿児島県のＤＣＡＴ（災害派遣福祉チーム）鹿児島市の災害支 

援チーム等への協力 

Ⅱ 収益等事業 

１．社会福祉士等の

資格の取得の支援に

関する事業 

国家資格等取得のための受験対策講座として、社会福祉士と介

護支援専門員の受験対策講座を開催する。 

①社会福祉士受験対策講座（受験対策委員会） 

②介護支援専門員実務研修受講試験対策講座（受験対策委員会） 

２．社会福祉士の職

務に関する知識及び

技術の向上に関する

事業 

社会福祉士の職務に関する知識や技術の向上に寄与するため、

会報さくらじまやホームページにおいて本会の活動や動向及び

関連する他団体の活動について情報を発信する。また、会員が地

区支部や委員会の活動を行う。 



 

 

 

 

 

 

 

（１）情報発信 

①会報さくらじまの発行（年３回）（広報委員会） 

②ホームページを活用しての情報発信 

③事務局だよりの発行（毎月） 

④事務局だより、ホームページを活用して、他団体の研修情報

等の発信 

（２）社会福祉士実習指導者に関する研修等の開催 

①社会福祉士実習指導者講習会の開催 

（３）地区支部・委員会活動 

①地区支部活動 

・地区支部研修会、交流会等の開催 

・地域の社会福祉関係者との連携の推進 

・地域の未入会の社会福祉士と交流して入会を促進する 

・地区支部間で連携しての研修等の開催 

②委員会活動 

・委員会活動を円滑に進められるような体制を整える 

・委員会の体制を見直すことを目指し、話し合いを進める 

・本会の事業推進に関する活動を行う 

Ⅲ 法人の運営 

  

 

法人においては、安定した会の運営を行い事業推進の基盤を強

化するため、総会、理事会の運営及び事務局体制の充実を図る。

また、日本社会福祉士会や都道府県社会福祉士会との連携を図

り、社会福祉士としての資質、地位の向上に取り組む。 

①会員総会の開催 

②理事会の開催 

③日本社会福祉士会関連の各種会議、研修への参加、九州沖縄ブ 

ロック関連の各種会議、研修への参加 

④その他会議、研修等への参加 

⑤ＳＤＧｓへの取り組みの推進と滞日外国人等の支援に携わる 

実務者支援の取り組みの検討 



 

 

 

２０２５年度 鹿児島県児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業計画 

１ 貸付計画 

 金額（千円） 

① 貸付原資 ２４，０００ 

② 貸付予定金額 １８，６００ 

③貸付事務費 ４，８００ 

④返還見込額 ０ 

⑤その他収入見込額 １ 

⑥翌年度繰越予定額 

 （①-②-③+④+⑤） 
６０１ 

 

２ 貸付種別ごとの貸付計画 

 

３ 貸付原資等の保管方法及び運用計画 

 

 

  貸付予定人員（人） 貸付予定金額（千円） 

生活支援費 １２ ７，２００ 

  進学者 １０ ４，５００ 

家賃支援費 就職者 ５ １，９００ 

  小 計 １５ ６，４００ 

資格取得支援費 ２０ ５，０００ 

合 計 ４７ １８，６００ 

大和証券定期預金 １０，０００千円 ０．１２% １０千円 


